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研究成果の概要（和文）：本研究の成果として、米国・英国の経験・現状から以下の７点が明らかになり、日本の高等
教育にコスト計算を導入する際の示唆を得た。①統一の原価計算システムを導入しファンディングと連動させることが
重要、②教育コストについては公的資金の充足率の把握が重要、③所要教育コストの積み上げで予算を維持することは
経済状況により困難、④学問専攻別コストの把握は有益、⑤他大学とのコスト・ベンチマーキングにメリットがある、
⑥研究コストについては、間接経費率を正確に把握するメリットが大きい、⑦小規模な大学では詳細なコスト計算は事
務負担が大きいため簡易手法の採用を検討すべき。

研究成果の概要（英文）：As the results of this study, we found the following implications for Japanese 
higher education sector. 1. It is important to implement a uniformed and compulsory costing system 
related to public financing. 2. It is useful to understand to what extent public funds are sufficient to 
real instructional costs for better policy making. 3. It is difficult to secure publicly financed 
instructional costs by accumulating real instructional costs especially during economic downturns. 4. It 
is useful to know how different the costs of various academic disciplines. 5. Cost Benchmarking practice 
is one of the best uses of cost data from the institutional viewpoint. 6. In order to secure the ample 
amount of research money, it is beneficial to understand each institution's indirect cost rate based on 
the real cost data. 7. Small and medium sized institutions should be allowed to waive the burdensome 
costing practices.

研究分野：高等教育財政

キーワード： 大学経営　総経済コスト　TRAC　教育コスト　研究コスト　財務的持続可能性　管理会計　活動基準原
価計算

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)大学の教育活動及び研究活動のコスト情
報に着目した経緯 
日本の大学の基盤的な教育活動及び研究
活動を支える政府財源は、研究開始当時、一
律に年 1％ずつ削減されており、教育の質や
研究水準の低下が危惧されていた。この課題
に対して、先行プロジェクト（「国立大学法
人における基盤的教育研究経費に関する研
究」・課題番号 19330191）は、政府から大学
への「財源配分方法」に着目して、教育・研
究両活動に必要な経費水準を求めようとし
た。しかし、「財源配分方法」に普遍性は無
く、多様で、一定の算定式を使用している場
合でも、そこに合理的な根拠を見出すことは
出来なかった。 
そこで、資源の「配分方法」ではなく、実
際の「消費量」（コスト）に着目することに
より、研究の新たな展開を意図した。 
 
(2) 大学の教育活動及び研究活動のコスト情
報に着目する学術的背景 
 本研究開始当初の学術的背景は、先行研究
の動向から次の 3つのテーマにまとめること
が出来る。 
a.教育コストの全国調査と大学間ベンチマー
キングへの応用（教育コスト研究） 
 米国では、「デラウェア調査」と呼ばれる
専攻分野別教育コストの全国調査が毎年実
施されている。その結果データは、大学の経
営情報分析部門（IR）などで、他大学や全国
平均と比較した「教育コスト」「教育の生産
性」「教員の教育負荷」などの分析に使用さ
れ、また学費水準の適切さを検証する根拠と
なっている。1992 年に始まったこの調査の
歴史的背景には、”academic ratchet”と呼ば
れる教育軽視・研究重視の風潮があった。つ
まり、教員が過度の研究志向にある中、教育
活動の生産性や学費水準の適切さを検討す
るには、教育活動のコストを他の活動から分
離して検討する必要があることを示唆して
いた。 
b.研究の総経済コスト計算と必要財源の確保
（研究コスト研究） 
英国では、「コスト透明性アプローチ
（TRAC）」と呼ばれる総経済コスト計算の統
一手法が 2000 年に導入され、競争的研究資
金の申請には、TRACで計測した総経済コス
ト情報の提出が求められている。その背景に
は、1990 年代初頭に競争的研究資金の規模
が基盤的な政府財源の規模を上回り、不均衡
が起きていたという事実がある。つまり、肥
大する研究活動を支えるのに十分な財源を
確保する必要があり、もし不足が生じると教
育活動の財源を侵食することが危惧されて
いた。そして、このアプローチでは、教員人
件費を研究活動に適切に位置づけるため、
「教育」「研究」「その他」の活動に分けた教
員の使用時間調査を行うことが必要となっ
た。 

c.大学における活動基準原価計算（ABC）と
業務プロセス改革への適用（支援コスト研
究） 
ハーバード大学の R. Kaplanが 1980年代
に提唱した「活動基準原価計算（ABC）」は、
間接費（製品の製造に直接関係しない事務コ
ストなど）を製品に正確に配分する点で優れ
ており、また「プロセスの無駄をなくし、間
接費を抑制する取り組み（ABM）」へと発展
した。そして、活動基準原価計算は、大学に
おける図書館や情報システムなど、教育・研
究支援機能のコストを正確に把握し、また業
務プロセスの改善にも利用可能であること
が、英国や米国の研究で明らかとなっており、
日本でも大学における管理運営の効率化を
図り、教育活動と研究活動に配分可能な財源
を確実に確保するための多くの知見を含ん
でいると考えられた。 
 
２．研究の目的 
大学において、教育コストと研究コストを
適切に把握し利用することは、教育の質を守
り、研究水準の向上を図る上で非常に重要で
ある。上記の背景にあるとおり、米国や英国
では、教育・研究両活動に必要な財源の確保、
学費の適正さに対する説明、経営の効率化に
役立つ根拠資料として、コスト情報の利用が
積極的に試行されている。つまり、重要な意
思決定や対外的な説明に際し、コスト情報の
持つ可能性は大きいが、日本での活用は進ん
でいない。そして、コスト情報という根拠を
欠いた財源配分が行われているため、教育の
質や研究水準の低下を招く要因の一つとも
なっている。 
そこで、本研究は先進諸国における大学の
コスト情報の活用実態を把握し、学術的な分
析を加え、日本の大学の教育・研究の発展を
図るための方策をまとめることを目的とし
て開始された。 
 
３．研究の方法 
基本的な研究方法は、英国と米国における
大学の教育コスト、研究コスト、支援コスト
の計測方法の確立、展開・普及、活用と意思
決定への影響、予算統制への波及などについ
て、a. 文献調査、b.アンケート調査（米国）、
c. 現地訪問調査（米国・英国）を行い、必
要なデータおよび情報の収集と現地関係者
との研究交流を実施した。 
このうち b.については、米国のコンサルテ
ィング会社に委託し、公的な高等教育機関に
対するコスト情報の開示・提出義務、あるい
は戦略的利用法に関するアンケート調査を
全米 50 州で実施した。 
また cについては、米国の州立大学システ
ムや州の高等教育理事会、個別機関のマネジ
メント層、教員、職員、経営情報分析部門(IR)
などの各層へのヒヤリングをとおして、「教
育」と「研究」を分離したコストの計測・活
用をいかに行っているかを把握した。さらに



英国に関しても、全国的な TRAC 利活用推進
機関（TRAC 開発グループなど）の取り組みを
把握するとともに、個別機関における総経済
コスト情報の利活用の状況をマネジメント
層へのヒヤリングにより明らかにした。 
そうした海外における最新の取り組み状
況を詳細に把握することにより、米国・英国
と同様のコスト計測を日本の大学に導入す
る可能性やメリットを検証した。 
 
４．研究成果 
 以下では、3 年間の研究の経過を紹介し、
その成果を確認する。 
 
(1)1 年目（平成 25 年度） 
国内で 4回の研究会を開催し、また米国の
大学およびコミュニティカレッジに対する
教育コストの計測・活用に関する実態調査
（アンケート）を実施した。その他、国内に
おける文献調査等を進めた。 
まず、4 回の研究会の内容については、以
下の通りである。第 1 回は、平成 25 年 7 月
23 日に開催し、研究の進め方について分担者
の担当領域と進め方の詳細を検討するとと
もに、米国でのアンケート調杳の仕様を固め
た。第 2 回は、同年 7 月 24 日に開催し、英
国・アストン大学の研究協力者の来日に合わ
せて、英国における HESA データを活用した
研究内容の打合せを行った。第 3回は、同年
9月 21～22 日に開催し、米国におけるアンケ
ー ト 調 査 を 委 託 し た Postsecondary 
Analytics の代表者 2 人の来日に合わせて、
調査の進捗と米国の大学におけるコスト情
報の計測・活用状況に関する確認を行った。
第 4回は、同年 ll 月 15 日に開催し、研究分
担者からビブリオメトリクス（計量書誌学）
を利用した研究業績を組織やコスト情報と
リンクさせる際の困難について研究発表を
行うとともに、米国における調査の結果につ
いて暫定的な結果報告と追加調査事項の検
討を行った。 
そして、米国におけるアンケート調査の実
績は、以下の通りである。調査の対象は米国
で大々的に実施されている教育コスト調査
（デラウェア調査・カンザス調査）の全参加
機関であり、質問紙調査の後、電話によるフ
オロアップ調査も実施し、2013 年 12 月末ま
でに最終報告書を受け取った。結果として、
コスト情報活用の主な目的は、他大学とのベ
ンチマークによる適正コストの把握とコス
ト抑制策への活用であり、また 3割強の機関
では、コースや科目の改廃の根拠としても使
用されていることが明らかとなった。 
 
(2)2 年目（平成 26 年度） 
国内で計2回の研究会を実施するとともに、
米国の公的高等教育セクターにおける教育
コスト情報の活用実態について、現地訪問調
査を実施した。 
まず、2 回の研究会の内容については、次

のとおりである。第 1 回は平成 26 年 5 月 22
日に開催し、年度内の研究計画を検討すると
ともに、前年度に米国で実施した教育コスト
情報の活用に関するアンケート調査の結果
と成果を最終的に確認・共有した（この調査
結果については、同年 6 月 28 日に日本高等
教育学会第 17 回大会で発表を行った）。さら
に、訪米調査の訪問先に関する検討をあわせ
て行った。第 2 回については同年 11 月 3 日
に開催し、訪米調査の結果に関する報告と情
報共有をはかった。 
次に訪米調査については、同年 9 月 7-14
日の間、フロリダ州およびイリノイ州の以下
の機関を訪問した: 
 
＜フロリダ州＞ 
1. State University System of Florida, 
Board of Governors  
2. Florida State University 
3. University of Florida 
 
＜イリノイ州＞ 
1. Illinois Board of Higher Education  
2. University of Illinois at Urbana / 
Champaign 
 
両州とも詳細な教育コスト計算を実施し、
かつては学生増加分の限界費用として予算
編成に使用していた。しかし、リーマンショ
ック以降は州政府予算の大幅な減額にとも
ない、積算根拠としての活用は保留された。
現在は、両州ともべース予算の一部を業績べ
ースで再配分しており、評価指標にコスト情
報を含める形で利用を継続していることが
明らかとなった。 
 
(3)3 年目（平成 27 年度） 
国内で 3回の研究会を開催し、また英国に
おける「コスト透明性アプローチ(TRAC) 」
の現地実態調杳を行った。 
まず、3 回の研究会の内容については、以
下のとおりである。第 1 回は平成 27 年 5 月
16-17 日の両日に開催し、内容としては、研
究発表 2件（「大学の戦略経営とコスト情報」
「米国州高等教育機関における業績ベー
ス・ファンディングの再興隆と政治的影響」）
と討論、および英国における TRAC の最新情
報の共有、並びに英国現地訪問調査の内容に
関する検討が主であった。次に第 2回は、同
年 9 月 20 日に開催し、英国調査の訪問先と
調査内容について検討した。第 3回は、同年
12 月 23 日に開催し、英国調査の成果報告と
最終報告書の作成に向けた執筆分担を行っ
た。また、本研究をベースとした次期研究プ
ロジェクトについても議論を行った。 
英国現地訪問調査については、同国の大学
におけるTRACに基づいた総経済コスト(fEC)
計算の技術的側面の最新情報と機関内部で
の fEC 情報の活用状況を主に調べた。具体的
には、同年 10 月 14 日に開催された TRAC 年



次総会（英国内の TRAC 担当職員約 160 人が
参加）で情報収集を行い、また UCL と LSE を
個別訪問した上で、機関ベースでの取り組み
について詳細をヒヤリングした。 
結果として、(1)TRAC 開発グループが fEC
情報の有効活用を促進するために複数のプ
ロジェクトを立ち上げているが英国の大学
内部での活用度はまだ低い、(2)技術的側面
で期待収益率など調整計算の切り替えや
IFRS 準拠の会計基準への移行(FRS102)など
が計画されているが安定した結果を得るこ
とが難しく現場の反対意見が多い、といった
情報を得ることができた。 
 
(4)以上 3 年間の研究成果として、以下のこ
とが明らかとなっている。 
①英国、米国に共通しているのは、州または
国の主導で統一の原価計算システムを導入
し、ファンディングと連動させることにより
個別機関での実践が実質的に義務化されて
いる点である。 
②米国・英国とも、計算されている教育コス
トについては、総コストとともに公的資金充
当分のコストが内訳として明らかになって
おり、公的資金の充足率を把握している。 
③ただし、米国では所要教育コストの積み上
げが予算として確実に公的予算で配分され
る訳ではなく、州の経済状況とそれにもとづ
く予算総額・優先順位によりコスト情報は無
視されていた。英国では、所要コスト額より
も学問専攻別の所要コストの差異の把握に
力点がおかれている。 
④機関内部でのコスト情報の活用方法とし
ては、他大学との比較によるベンチマーキン
グにメリットが見出されている。ただし、学
問専攻区分が大括りであるため、活用には限
界がある。 
⑤研究コストの把握については、英国の TRAC
にもとづく総経済コスト（fEC）計算が欧州
では標準となりつつあり、EU の研究資金配分
にあたっても採用されている。機関内部では、
間接経費率の把握にメリットが見出されて
いる。 
⑥英国の小規模な大学では、教員の時間調査
や詳細なコスト計算は事務負担が大きいた
め、簡易手法が認められており、取り組みに
関するコスト対効果の検討が不可欠である
ことが示されている。 
 
(5)上記の(4)にまとめた内容は、日本におけ
る導入を検討する際の示唆となる。なお、最
終成果の取りまとめ結果については、報告書
を刊行予定である。 
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